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1.はじめに 

トンネルの供用年数の増加にともなって，覆工コンクリ

ートの一部がはく落する現象が増加する傾向がある1)．道

路や鉄道など，常に一般人が利用するトンネルにおいては，

利用者の安全性を確保する観点から，はく落現象の防止は

とくに重要であり2)，メンテンナンスフリーを目指す保全

予防技術の開発が求められている．そこで，筆者らは，道

路トンネルを対象として，無筋覆工コンクリートに繊維シ

ートをあらかじめ埋設することで，はく落現象を防止する

技術を開発した3)．ここで，保全予防技術は長期にわたる

はく落災害による損失および維持管理費を低減できる可能

性があると考えられる．しかしながら,これらをライフサイ

クルの中で具体的に経済効果を評価する手法は確立されて

いないのが実情である． 

本報告では道路トンネルを対象として，はく落防止技術

の保全予防としての経済的な有効性を検討している．すな

わち，供用中のトンネル覆工のはく落現象の実績から，そ

の経済的損失を評価する手法を構築し，初期投資となる保

全予防技術の経済効果を分析する．  

2.はく落事象の検討 

1987年と1993年に竣工した道路トンネル4)を対象とし

て，コンクリート片がはく落した事例を用いて経済性を分

析する．両トンネルはNATMによって施工されている．断

面積は約80m2，延長は約1000mの道路トンネルである．両

トンネルは供用開始から10年～20年の間で，図14)に示すコ

ンクリート片のはく落が生じている．なお，コンクリート

片のはく落が，どのような箇所で生じたか不明であるが，

他の文献5)によると，コンクリートの継目部の浮きやはく

離は，覆工コンクリートの他の部位に比べて多く約2倍であ

ると報告されている．これを勘案して，図1のはく落現象は

すべてつま部で発生したものと仮定する． 

 両トンネルの周辺と路線との関係を図26)に示す．図中に

はトンネルの位置およびインターチェンジを示してある．

図中の青線は高速自動車道を，赤線は迂回路を各々表して

いる．高速自動車道の路線と迂回路の交通条件を表1に示

す．Ａトンネルは区間内にジャンクションを介しているた 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
め，2パターンの迂回路を考慮する． 
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図2 トンネルの周辺と路線 

表1 高速自動車道の路線と迂回路路線の交通条件 

図1 はく落件数4) 

単位 Bトンネル
地域高規道路 地域高規道路 地域高規道路
Ⅰインターチェンジ Ⅰインターチェンジ Ⅳインターチェンジ

ジャンクション ジャンクション ～
Ⅱインターチェンジ Ⅲインターチェンジ Ⅴインターチェンジ

km 14.2 15.7 14.9
km/時 80 80 80
分 11 12 11

一般道路（平地） 一般道路（平地） 一般道路（山地）

km 24.2 23.1 16.6
km/時 54 50 43
分 27 28 23
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 3.経済的分析手法の考え方 

(1) はく落防止技術の経済性(保全予防技術の経済性) 

トンネルの設計・施工時において，はく落防止技術を導

入した場合，必然的に初期投資はそれを導入していないも

のと比べて増大する．1トンネルあたりのはく落防止技術の

初期投資額Cepは式(1)によって与える．なお，ここでは打継

目を境に，その両側に位置する既設と新設の覆工コンクリ

ートの幅50cmに繊維シートを埋設するのを基本とする．ま

た，設置位置はSLよりも上側とする． 
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(2)トンネル供用中のはく落による経済損失 

はく落に伴う経済損失は直接損失および間接損失に大別

される．1トンネルあたりのはく落による損失Dは式(2)によ

って与える． 
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(a)人身損失D1 
人身損失D1は，はく落したコンクリート片が人災となる

直接損失である．はく落片が人身に衝突する確率はきわめ

て小さい．このことから，ここでは人身損失D1をゼロと仮

定する． 
(b)復旧施工費D2 
 復旧施工費D2は，はく落箇所の復旧のための直接損失で

ある．復旧施工単価は繊維シートを用いた復旧工法の平均

復旧施工単価の実例7)から求める．なお，復旧施工費はは

く落片1箇所あたり,約1 m2の繊維シートを使用するものと

仮定する．  
(c)迂回損失D3 
 迂回損失D3は，復旧施工期間の交通規制により，道路利

用者が迂回することで発生する移動コスト8)による間接損

失である．なお，復旧日数は前途した復旧工法の平均復旧

日数の実例7)から求める． 
(d)救急医療損失D4 
 救急医療損失D4は，復旧施工期間の交通規制により高速

自動車道を利用できず，当該道路の周辺で発生する緊急車

両が通行できず，医療を受けるまでの時間が付加すること

で生じる間接損失である．対象としたトンネルでは，イン

ターチェンジ付近に，個々に救急病院が存在することから，

ここでは応急医療損失D4をゼロと仮定する． 
4.経済効果の分析結果およびその考察 
 はく落防止技術を適用した初期投資額およびはく落が発

生した後の経済損失をまとめて表2に示す．両トンネルと

もに初期投資額に比べて，はく落による損失が大きくなる

ことがわかる．ここで，迂回損失は相当に大きい．両トン

ネルのはく落による損失は供用開始後 10～20 年で生じた

はく落実績から求めている．よって20年以降に，はく落現

象が生じた場合には復旧施工費はさらに大きくなると限定

される．このことから，トンネルの供用年数を50年以上の

長期として考えると，はく落防止技術はライフサイクルの

中で直接損失のみからも経済的に有効であると考えられる．

また，Ａトンネルでは，交通経路が複雑であり，通行規制

する路線区間が長くなること,Ｂトンネルでは，交通量が多

いことから，道路トンネルの路線区間や交通状況によって

迂回損失が変化する．したがって，路線区間が複雑で交通

量が多い路線においては，はく落防止技術はより経済的効

果が高くなる． 
 本報告ではトンネル覆工のはく落現象の経済性を分析し

た．その結果，建設当初において，はく落防止技術を保全

予防として導入することで，はく落による経済損失を低減

できることが確認された． 
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表2 はく落防止コストとはく落による損失 
AトンネルBトンネル

初期投資額 はく落防止工法（千円） 4,611 4,611

復旧施工費（千円） 1,691 147

迂回損失（千円） 69,287 90,677

損失の総計（千円） 70,978 90,824

コスト

はく落による損失
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